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１．成年後見制度 

 成年後見制度は、判断能力が不十分な方々の権利や財産を守り、意思決定を支援する

権利擁護の仕組みです。 

 大きく判断能力が衰えてから利用する法定後見制度と、将来の判断能力が衰えた時に

備える任意後見制度に分けられ、法律面や生活面で保護したり支援したりする制度で

す。 

２．センター設置の背景 

  成年後見制度は、2000 年に介護保険制度と同時に制度がスタートしましたが、必要

な人に制度利用が進まない現状がありました。 

  本市においては、約 48,000 人の高齢者のうち、介護認定の原因疾患で約 5,000 人が

認知症とされています。また、療育手帳を所持する知的障害者は約 1,500 人、精神保健

福祉手帳を所持する精神障害者は約 1,000 人います 

  本市の成年後見制度利用者は約 260 人で、判断能力が不十分な人を認知症や障害のあ

る人 7,500 人と仮に想定した場合、3.5％程度の利用となり、成年後見制度の利用が本

市においても十分ではないことがわかります。 

  こうした状況に鑑み、平成 28 年 5 月に施行された「成年後見制度の利用促進に関す

る法律」において、各市町村は、国の「成年後見制度利用促進基本計画」（平成 29 年 3

月 23 日閣議決定）を勘案して、当該区域における成年後見制度の利用の促進に関する

施策についての基本的な計画を定めるよう努めること、国の同計画においては、専門職

や各相談機関等のネットワーク・連携のための中核機関の設置が位置づけられたことか

ら、本市においても計画策定の検討と、中核機関の開設準備を進め、まず、本年 8月 1

日から成年後見支援センターを開設したものです。 

３．方向性 

中核機関としてのセンターの役割・機能は、成年後見制度の普及啓発、関係機関との

連携に取り組むことで、制度の利用を促進し、権利擁護体制の充実を目指します。 

  具体には、広報・相談・利用促進・後見人支援の 4つの役割・機能があるといわれて

おり、本年度は、制度の普及啓発とセンターの役割・機能の周知を図ることを中心にで

きることから進めています。 

４．体 制 

〇 市が設置し、社会福祉協議会に運営委託 〇 配置職員は２名（市１名、社協１名） 

 〇 事務所：ⅰプラザ１階 磐田市社会福祉協議会事務所内 

 〇 委託の主旨： 社会福祉協議会は、日常生活自立支援事業や法人後見の受任等本市に

おいて権利擁護事業を先進的にリードしてきた実績がある。 

認知症高齢者等支援が必要な高齢者を制度利用に結びつけるだけでなく、地域福祉

と一体的に支援できる体制を構築できる組織として、地域包括ケア、地域共生社会推

進の一翼を担ってもらうことを期待している。 
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５．令和４年度の取り組み 

(1) 広報機能に関すること 

指標        時期 ７月～９月 10月～12月 １月～３月 目標数値 

チラシ・パンフレット等の
作成・配布   各 2,000 部作成 

制度周知研修等の実施  
市職員、交流セ
ンター講座 ４回程度 

(2) 相談機能に関すること 

指標       時期 ７月～９月 10 月～12 月 １月～３月 目標数値 

専門職相談の実施    毎月１回開催 

権利擁護個別検討会の実施    必要に応じて実施 

(3) 利用促進機能に関すること 

指標       時期 ７月～９月 10 月～12 月 １月～３月 目標数値 

成年後見人等検討会（受
任調整会議）の開催  ２回程度開催 

市民後見人活動支援マニュ
アル・様式等作成 マニュアルの完成 

市民後見人候補者連絡研修
会の開催 1/30 開催予定 

(4) 後見人支援に関すること 

指標         時期 ７月～９月 10 月～12 月 １月～３月 目標数値 

市民後見人支援ネットワ
ーク構築  ２件 

親族後見人の活動支援 
   ２人 

６．相談機関と成年後見支援センターの関係 

相談機関等からの成年後見案件対応フロー

相談者
本人、配偶者、子、親
兄弟、民生委員等、金
融機関、病院、施設等

１次相談窓口
☆地域包括支援センター
☆障害者相談支援センター
・制度の説明・申立の方法
・必要な書類・書類の作り方・掛かる費用
・後見人候補者

福祉総合相談（福祉課生活相談Ｇ）
〇困難事例（8050・複合的課題等）
〇虐待事例

☆自立相談支援機関
☆子ども若者相談センター

市民相談
センター

・相談内容整理
・役割分担
・解決のためのケースを紐解くための会議体の運営

ケースを紐解くための会議体
☆地域ケア会議、ケース会議等
☆役割分担の確認

磐田市成年後見支援センター
（２次相談窓口）

☆広報 ☆相談⇒磐田市社協権利擁護検討会及
び権利擁護個別検討会の運営

☆利用促進 ☆後見人支援

権利擁護個別検討会（随時）
☆成年後見申立ての必要性の検討
・申立ての妥当性、他制度の活用判断

☆申立人の確認（本人、親族、市長）
☆後見人等候補者の検討 ☆その他

権利擁護検討会＝受任調整会議

・弁護士、司法書士、社会福祉士、裁判所等の参加

市長申立検討会議（要領有）
・市内部申立事務決定機関

・関係機関、センター、市及び社協職員等

☆権利擁護支援の検討（制度利用前から後見人等選任後含む）










